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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期
第３四半期
連結累計期間

第87期
第３四半期
連結累計期間

第86期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日

自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高　　　　　　　　　　　（百万円） 201,683 199,419 270,383

経常利益　　　　　　　　　　（百万円） 24,983 27,136 33,623

四半期（当期）純利益　　　　（百万円） 13,693 16,032 18,303

四半期包括利益又は包括利益　（百万円） 11,780 13,931 15,537

純資産額　　　　　　　　　　（百万円） 115,079 129,560 118,767

総資産額　　　　　　　　　　（百万円） 296,333 316,181 290,596

１株当たり

四半期（当期）純利益金額　　　（円）
58.83 69.36 78.77

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額　    （円）
58.76 69.26 78.65

自己資本比率　　　　　　　　　（％） 37.5 39.8 39.5

　

回次
第86期
第３四半期
連結会計期間

第87期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日

自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額　　（円） 19.81 16.42

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

３．第86期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

４．第87期第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　

平成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第４号　平成22年６月30日）を適用しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、第86期第３四半期連

結累計期間及び第86期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、遡

及処理後の数値を記載しております。

　

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半

期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月

１日　至平成23年12月31日）」の「２．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、３月に発生した東日本大震災の影響から持ち直す動きもみ

られた一方、欧州財政危機や不安定な米国経済の影響による円高の継続、中国・インドを中心とする新興国経済の

拡大・回復テンポの鈍化、タイにおける洪水被害等により先行きの不透明感が続き、期を通じては厳しい状況で推

移しました。

当社グループはこのような環境のもとで、引き続き「ＺΣ運動」による徹底したコスト削減に努めるとともに、

エラストマー素材事業におきましては販売価格の改定、高機能材料事業におきましては付加価値の高い新製品の

開発と事業拡大に取り組んでまいりました。

  この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,994億19百万円となり、前年同期に比べて22億64百万円の減収

となりました。また、営業利益は284億59百万円と前年同期に比べて16億73百万円の増益、経常利益は271億36百万円

と前年同期に比べて21億52百万円の増益、四半期純利益は160億32百万円と前年同期に比べて23億40百万円の増益

となりました。
　

セグメントの業績は、次の通りであります。

　

（エラストマー素材事業部門）

  合成ゴムの国内販売は、自動車関連部品向けで震災などによる自動車生産減の影響があったものの、主要用途で

あるタイヤ向けでは顧客の需要が堅調に推移し、また、原料価格に応じた価格改定を実施したことにより、販売数

量、売上高とも前年同期を上回りました。輸出につきましては、国内販売同様に価格改定を行いましたが、荷繰り販

売調整の実施等により販売数量、売上高ともに前年同期を下回りました。米国子会社は販売数量が前年同期を下

回ったものの、原料価格に応じた価格改定を実施したことにより、売上高は前年同期を上回りましたが、円換算後で

は前年同期を下回る結果となりました。英国子会社は販売数量、売上高ともに前年同期を上回りました。以上の結

果、合成ゴム全体では売上高は前年同期を下回りましたが、営業利益は前年同期を上回りました。

  合成ラテックスの国内販売は、価格改定を実施したものの震災による製紙用途向けの販売の減少等により、販売

数量、売上高とも前年同期を下回りました。輸出につきましては、手袋用途向け等で荷繰り販売調整を実施したこと

等により、販売数量は前年同期を下回りましたが、価格改定を進めた結果、売上高は前年同期を上回りました。以上

の結果、合成ラテックス全体では売上高は前年同期を上回りましたが、営業利益は前年同期を下回りました。

  化成品の国内販売は、競合メーカーの事業撤退に伴う引合いもあり、販売数量、売上高とも前年同期を上回りまし

た。輸出につきましては、国内需要増への対応のため販売数量は前年同期を下回りましたが、価格改定を進めた結

果、売上高は前年同期を上回りました。タイの石油樹脂子会社は、販売数量は前年同期を下回りましたが、価格改定

を進めた結果、売上高は前年同期を上回りました。以上の結果、化成品全体では売上高、営業利益ともに前年同期を

上回りました。

　以上の結果、エラストマー素材事業部門全体の売上高は前年同期に比べて、41億22百万円増加し1,340億14百万円

となりました。営業利益は前年同期に比べて、43億19百万円増加し252億88百万円となりました。 
　

（高機能材料事業部門）

  高機能樹脂関連では、光学レンズ用途および医療用途向け樹脂、並びに汎用樹脂ともに国内外需要の低迷により、

販売数量、売上高とも前年同期を下回りました。高機能部材関連では、モバイル向け光学フィルム等が堅調に推移し

た一方、世界的な市況の悪化を受け、テレビ向け光学フィルムの需要が落ち込みました。以上の結果、高機能樹脂お

よび部材全体では売上高、営業利益ともに前年同期を下回りました。

  情報材料関連では、電池材料は販売数量、売上高とも前年同期を上回りましたが、トナーおよびエッチング用ガス

は販売数量、売上高とも前年同期を下回りました。以上の結果、情報材料全体では売上高、営業利益ともに前年同期

を下回りました。
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  化学品関連では、特殊化学品は復興需要や拡販により概ね好調に推移し、販売数量、売上高とも前年同期を上回り

ました。一方、合成香料は欧米での景気減速を懸念する動きが強まったことに伴う需要低迷を受け、販売数量、売上

高とも前年同期を下回りました。この結果、化学品全体では売上高、営業利益ともに前年同期を下回りました。

  以上の結果、高機能材料事業部門全体の売上高は前年同期に比べて、41億53百万円減少し373億10百万円、営業利

益は前年同期に比べて、27億80百万円減少し20億88百万円となりました。
　

（その他の事業部門）

  その他の事業においては、子会社の商事部門の売上高が前年同期を下回りました。

　以上の結果、その他の事業部門全体の売上高は前年同期に比べて17億75百万円減少し295億92百万円、営業利益は

前年同期に比べて１億72百万円増加し10億61百万円となりました。

　

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、当第３四半期連結累計期間の比較・

分析は、セグメント区分変更後の数値によっております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記

事項（セグメント情報等）　セグメント情報　　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12

月31日）」の「２．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。　　　　

　　

(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループは、企業理念である「大地の永遠と人類の繁栄に貢献するゼオン」を実現するために、あらたに平

成23年から平成25年までの中期経営計画『SZ-20（エスゼット－20）』を策定いたしました。

　当連結会計年度は中期経営計画推進の初年度として、中期経営計画で掲げました「『2020年のありたい姿』－化

学の力で未来を今日にするZEON－」の実現のため、エラストマー素材事業と高機能材料事業のそれぞれの強みを

磨き上げ、両輪でグローバルに事業を拡大することを基本方針として、諸課題に取り組んで参ります。

　グローバル生産体制の更なる展開のために、エラストマー素材事業ではシンガポールＳ－ＳＢＲプラント建設を

進め、海外生産高比率を上げて参ります。高機能材料事業では重点３事業分野での研究開発を加速させ、事業拡大

を目指します。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次の通りであります。

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行

われるべきものと考えており、当社株券等に対する大量買付けであっても、当社の株主共同の利益に資するもので

あれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、買収提案の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすものや、対象会社の株主に株券等の売却を事実上強要するもの、対象会社の取締役会や株主が買収提案の内容

を検討するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の株主共同の利益に資さないものもないとは

言えません。

　当社の企業価値を維持・向上させていくためには、当社の企業価値の源泉である、お客様の夢と快適な社会の実

現に役立つ「優れた製品やサービス」を続々と提供することを可能とする「独創的技術」の強化・創出ととも

に、高度の専門性を有するのみならず、「スピード」「対話」「社会貢献」という当社の重要な価値観を理解し、

この価値観に基づいた行動を実践できる多様かつ有能な人材を、研究開発・生産・販売・管理等のさまざまな分

野にわたり育成・確保すること、並びにユーザー密着型の製品開発及び市場展開等に貢献する取引先との良好な

関係を構築することが必要不可欠です。さらに、当社は、ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）を全うし、

広く社会からの信頼を確保することも、企業価値の持続的向上のためには必要不可欠と考えております。従いまし

て、当社株券等の大量買付けを行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の

企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上させる姿勢と方針を持つのでなければ、当社の

株主共同の利益は毀損されることになります。

　また、外部者である買収者から買収の提案を受けた際に、当社株主の皆様が当社の有形無形の経営資源、将来を見

据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する要素を十分に把握した上で、当該買収が当社の企業価

値及び株主共同の利益に及ぼす影響を短期間のうちに適切に判断することは必ずしも容易でないものと思われま

す。従いまして、当社株主の皆様に買収の提案の内容を検討するための十分な情報や時間を提供せずに、当社株券

等の大量買付けや買収の提案が行われる場合には、当社の株主共同の利益が毀損されることになりかねません。
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当社は、このような当社の株主共同の利益に資さない買収提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者として不適切であり、このような者による大量買付けに対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ること

により、当社の株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

②　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は昭和25年４月の設立以来、「大地の永遠と人類の繁栄に貢献するゼオン」を企業理念として、大地（ギリ

シャ語で「ゼオ」）と永遠（ギリシャ語で「エオン」）からなるゼオンの名にふさわしく、世界に誇り得る独創

的技術により、地球環境と人類の繁栄に貢献することを使命に、企業価値の維持・向上に努めてまいりました。具

体的には、当社の開発した世界最高レベルの蒸留精製技術であるＧＰＢ法及びＧＰＩ法その他の独自技術により、

原油生成物であるＣ４留分及びＣ５留分を徹底的に分離精製し、特殊ゴム、リーフアルコール、シクロオレフィン

ポリマー、光学フィルム等に代表される高付加価値の石油化学製品を続々と生み出すことを通じて、高い性能を要

求される用途に応え続け、お客様の夢と快適な社会の実現に貢献し、ひいては当社の市場競争力を創造してきたも

のであります。

　このように当社の企業価値の源泉は、第一義的には、お客様に「優れた製品やサービス」を続々と提供すること

を可能とする「独創的技術」にあります。当社はエラストマー素材事業と高機能材料事業のそれぞれの強みを磨

き上げ、両輪でグローバルに事業を拡大することを基本方針に、海外新生産拠点の構築と重点３事業分野（情報用

部材・エナジー用部材・メディカルデバイス）での新製品開発へのリソース積極投入による研究開発の加速、工

場とも連携した既存生産技術の改善と新規生産技術の開発、新規探索開発活動の強化といった諸課題への取組み

を通じて、独創的技術の継続的な強化・創出、お客様の夢と快適な社会の実現に貢献する製品・サービスの提供に

努めております。

　そして、このような独創的技術を基盤とした事業展開には、研究開発・生産・販売・管理等のさまざまな分野に

わたり、高度の専門性を有するとともに「スピード」「対話」「社会貢献」という当社の重要な価値観を理解し、

この価値観に基づいた行動を実践できる多様かつ有能な人材を確保することが不可欠であり、当社においても労

使間で長年にわたり醸成された深い信頼関係の下、こうした人材の育成・確保に努めております。また、長年の取

引関係を通じ築き上げてまいりました顧客・原料調達先・製造委託先をはじめとする取引先との良好な関係も、

ユーザー密着型の製品開発及び市場展開を可能とする等の面で、当社の企業価値の維持・向上に寄与するものと

考えられます。

　さらに、当社は、ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）を全うし、広く社会からの信頼を確保することも、

企業価値の持続的向上のためには必要不可欠と考えております。当社は、ＣＳＲの取り組みの基本的な考え方を対

外的に明らかにし、ゼオングループ全員が今一度ＣＳＲへの思いを新たにすべく、平成22年４月に「コンプライア

ンスを徹底し、社会の安全・安心に応える」「企業活動を通じ、社会の持続的発展と地球環境に貢献する」「一人

ひとりがＣＳＲを自覚し、行動する」の３項目からなる『ＣＳＲ基本方針』と、その趣旨を具体的に求められる行

動の基準として列挙し、規定化した『ＣＳＲ行動指針』を制定しました。また、平成23年１月からは、社長を議長と

した『ＣＳＲ会議』を最高機関とする新たなＣＳＲ推進体制をスタートさせ、コンプライアンス体制の強化、安全

な工場の実現、地域社会との共生等の諸課題に継続的に取り組み、当社に係る利害関係者（いわゆるステークホル

ダー）の信頼の維持・確保に努めております。

　当社は、中期経営計画の策定及び実行等の取組みを通じ、これら当社の企業価値の源泉を今後も継続的に発展さ

せていくことが、企業価値ひいては株主共同の利益の維持・向上につながるものと考えており、基本方針の実現に

も資するものと考えております。したがって、かかる取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致する

ものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

③  基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、平成20年６月27日開催の当社定時株主総会において、「当社株券等の大量買付行為に関する対応方針」

を導入いたしましたが、有効期間満了にあたり、平成23年６月29日開催の当社定時株主総会において、一部改定の

うえ継続する決議をいたしました（以下、継続後の方針を「本対応方針」といいます。）。当社は本対応方針を、平

成23年５月23日付「当社株券等の大量買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続について」として以下の

URLに公表しております。詳細については、こちらをご覧ください。

http://www.zeon.co.jp/ir/news/20110523_2.pdf

本対応方針は、当社株券等に対する大量買付けが行われた際に、かかる大量買付けに応じるべきか否かを株主の

皆様が判断し、或いは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、又は場合により

株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の株主共同の利益に反する買付行為を

抑止するための枠組みとして継続導入されるものであり、基本方針に沿うものです。

さらに、当社取締役会は次の理由から、本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものでなく、また、当社の会

社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
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１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を完全に充足しています。また、経済産業省企業価値研究会

が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の提言内容も踏まえた内

容となっております。

２）株主共同の利益を損なうものではないこと

本対応方針は、当社株券等に対する大量買付けがなされた際に、当該買付けに応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、或いは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、又は株主の皆様のために買付

者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって

継続導入されるものです。

本対応方針の継続は、株主の皆様のご承認を条件としており、株主の皆様のご意向によっては本対応方針の廃止

も可能であることから、本対応方針が株主共同の利益を損なわないことを担保していると考えられます。

３）株主意思を反映するものであること

当社は、本対応方針の継続に関する承認議案を平成23年６月29日開催の定時株主総会に付議し、本対応方針は株

主の皆様の承認を得ておりますので、その導入についての株主の皆様のご意向が反映されております。

また、本対応方針の有効期間の満了前であっても、株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた

場合には、本対応方針はその時点で廃止されることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。

４）外部専門家の意見の取得

当社取締役会は、大量買付行為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案及び大量買付者との交渉を行うに際し

ては、必要に応じて、外部専門家（フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得ます。これ

により当社取締役会の判断の客観性及び合理性が担保されることになります。

５）特別委員会の設置

当社は、本対応方針の必要性及び相当性を確保し、経営者の保身のために本対応方針が濫用されることを防止す

るために、特別委員会を設置しており、当社取締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の公正を担保し、且

つ、当社取締役会の恣意的な判断を排除するために、特別委員会の勧告を最大限尊重するものとしています。

６）デッドハンド型買収防衛策等ではないこと

本対応方針は、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止することが

可能です。したがって、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもな

お、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本対応方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

交替を一度に行うことができないため、その実施を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　　

(3)　研究開発活動

 　　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は76億50百万円であります。

　　 なお当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 242,075,556 242,075,556
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
1,000株

計 242,075,556 242,075,556 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年10月１日

～

平成23年12月31日

― 242,075 ― 24,211 ― 18,336

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記　載

することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     10,900,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式    230,965,000 230,965 －

単元未満株式 普通株式        210,556 － －

発行済株式総数 242,075,556 － －

総株主の議決権 － 230,965 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数1個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本ゼオン株式会社
東京都千代田区丸の

内一丁目６番２号
10,900,000－ 10,900,000　　 4.50

計 － 10,900,000－ 10,900,000　　 4.50
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

日本ゼオン株式会社(E00821)

四半期報告書

10/20



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,129 13,498

受取手形及び売掛金 65,482 67,889

商品及び製品 34,233 39,326

仕掛品 3,097 4,145

原材料及び貯蔵品 8,600 8,949

未収入金 24,788 35,339

繰延税金資産 4,242 4,348

その他 1,231 5,409

貸倒引当金 △60 △60

流動資産合計 156,741 178,842

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 33,172 32,869

機械装置及び運搬具（純額） 42,301 35,843

土地 13,630 13,618

建設仮勘定 4,791 12,550

その他（純額） 2,048 3,215

有形固定資産合計 95,942 98,095

無形固定資産

その他 3,996 4,027

無形固定資産合計 3,996 4,027

投資その他の資産

投資有価証券 28,361 27,339

繰延税金資産 2,153 2,520

その他 3,785 5,730

貸倒引当金 △383 △371

投資その他の資産合計 33,917 35,217

固定資産合計 133,855 137,338

資産合計 290,596 316,181
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 60,929 77,786

短期借入金 17,997 24,265

コマーシャル・ペーパー － 2,000

未払法人税等 10,988 2,899

賞与引当金 1,760 309

修繕引当金 1,952 4,730

その他の引当金 69 154

その他 11,441 17,683

流動負債合計 105,137 129,825

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 42,866 34,167

繰延税金負債 545 503

退職給付引当金 9,478 9,074

環境対策引当金 792 707

その他の引当金 606 37

その他 2,404 2,308

固定負債合計 66,691 56,796

負債合計 171,828 186,621

純資産の部

株主資本

資本金 24,211 24,211

資本剰余金 18,374 18,372

利益剰余金 87,277 100,765

自己株式 △8,147 △8,102

株主資本合計 121,715 135,247

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,347 1,114

繰延ヘッジ損益 0 △0

為替換算調整勘定 △7,899 △9,316

年金負債調整額 △1,288 △1,212

その他の包括利益累計額合計 △6,840 △9,414

新株予約権 234 219

少数株主持分 3,659 3,508

純資産合計 118,767 129,560

負債純資産合計 290,596 316,181
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 201,683 199,419

売上原価 143,453 138,726

売上総利益 58,229 60,693

販売費及び一般管理費 31,443 32,234

営業利益 26,786 28,459

営業外収益

受取利息 56 78

受取配当金 615 714

物品売却益 214 289

雑収入 337 265

営業外収益合計 1,222 1,347

営業外費用

支払利息 876 792

為替差損 1,879 943

休止固定資産減価償却費 111 724

雑損失 159 210

営業外費用合計 3,025 2,670

経常利益 24,983 27,136

特別利益

負ののれん発生益 － 274

貸倒引当金戻入額 17 －

事業譲渡益 － 416

その他 36 17

特別利益合計 53 707

特別損失

固定資産処分損 1,000 205

投資有価証券評価損 1,291 1,272

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 651 －

その他 214 111

特別損失合計 3,157 1,588

税金等調整前四半期純利益 21,879 26,255

法人税等 7,753 9,679

少数株主損益調整前四半期純利益 14,127 16,576

少数株主利益 434 543

四半期純利益 13,693 16,032
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 14,127 16,576

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △652 △1,250

繰延ヘッジ損益 0 △0

為替換算調整勘定 △1,819 △1,470

年金負債調整額 123 76

その他の包括利益合計 △2,347 △2,644

四半期包括利益 11,780 13,931

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 11,375 13,455

少数株主に係る四半期包括利益 405 476
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【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

（会計方針の変更）

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30

日）を適用しております。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、ストック・オプションについて、権利の行使により払

い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービス

に係る分を含める方法に変更しております。　

  なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　
　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

２．原価差異の繰延処理 　季節的に変動する操業度等により発生した原価差異は、原価計算期間末まで

にほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産（その他）および流

動負債（その他）として繰り延べております。

　　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

  １．偶発債務

　　保証債務

　連結会社以外の会社及び従業員の金融機関等からの

借入金等に対する債務保証

　１．偶発債務　

　　保証債務　

　連結会社以外の会社及び従業員の金融機関等からの

借入金等に対する債務保証

(株）ＴＦＣ 1,540百万円

従業員 299

その他３社 74

　　計　 1,913百万円

(株）ＴＦＣ 1,430百万円

従業員 230

その他３社 6

　　計 1,666百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　
　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費     15,470百万円 14,615百万円

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）
　

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 　

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,417 6 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金 　

平成22年11月９日

取締役会
普通株式 924 4 平成22年９月30日平成22年12月７日利益剰余金 　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）
　

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 　

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,387 6 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金 　

平成23年11月８日

取締役会
普通株式 1,156 5 平成23年９月30日平成23年12月６日利益剰余金 　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日  至平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）　

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計　
調整額
（注２）　

四半期連結損
益計算書
計上額
（注３）　

エラストマー
素材事業

高機能材料
事業

計　

売上高      　  

外部顧客への売上

高
128,97641,463170,43931,244201,683 － 201,683

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

917 － 917 124 1,040△1,040 －

計 129,89241,463171,35631,367202,723△1,040201,683

セグメント利益 20,969 4,868 25,837 890 26,726 59 26,786

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設・住宅部材等の

販売等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額59百万円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日  至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計　
調整額
（注２）　

四半期連結損
益計算書
計上額
（注３）　

エラストマー
素材事業

高機能材料
事業　

計　

売上高      　  

外部顧客への売上

高
132,65837,310169,96829,450199,419 － 199,419

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

1,356 － 1,356 142 1,498△1,498 －

計 134,01437,310171,32429,592200,916△1,498199,419

セグメント利益 25,288 2,088 27,375 1,061 28,437 22 28,459

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設・住宅部材等の

販売等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額22百万円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　
２．報告セグメントの変更等に関する事項

  当社は、新中期経営計画に基づき、第１四半期連結会計期間より、従来「その他」の区分に属していま

した包装材料事業等を「エラストマー素材事業」セグメントとし、医療器材事業等を「高機能材料事

業」セグメントとしております。

  なお、前連結会計年度の対応する四半期連結累計期間については、変更後の区分方法により作成してお

ります。　
　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

金額的重要性が乏しいため、記載は省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 58円83銭 69円36銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 13,693 16,032

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 13,693 16,032

普通株式の期中平均株式数（千株） 232,739 231,148

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 58円76銭 69円26銭

（算定上の基礎）  　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 303 333

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

    －     －

　  （会計方針の変更）

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日）

を適用しております。　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、ストック・オプションについて、権利の行使により払

い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービス

に係る分を含める方法に変更しております。　

こちらの会計基準等を適用しなかった場合の前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

の金額は、58円75銭であります。

　

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成23年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………1,156百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月６日

（注）　平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２４年２月９日

日本ゼオン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 沼田　　徹　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 百井　俊次　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤原　　選　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ゼオン株式

会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２３年１０

月１日から平成２３年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２３年４月１日から平成２３年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ゼオン株式会社及び連結子会社の平成２３年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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